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２I０２ 

  開発連携型ベンチャー企業の日米における事例紹介 

○出川 通：（㈱テクノ・インテグレーション）、田辺孝二：（東京工業大学） 

 

１． はじめに 

開発（連携）型ベンチャー企業の最大の受託元（顧客）は既存の大企業であ

る場合が多い。米国の大規模製造会社においては、１９９０年代以降、研究・

開発ステージの機能は大学や開発ベンチャー企業が引受け、本体は事業化、産

業化ステージが中心となっているという構図が多い（１）。このように考えていく

と、開発ステージの部分が、自然に開発ベンチャー企業の分担ということにな

る。開発を主体とするベンチャー企業と製造を主体とする大企業とのつなぎの

ところが補完・連携関係とる。 

ここでは、米国における開発連携型ベンチャー企業の歴史と講演者の一人が

実際に連携したＤ社と日本でも類似のビジネスモデルを持つＣ社の事例を検討

し、その連携の仕方やビジネスモデルについてまず検討したあと、開発連携型

ベンチャー企業の意味を検討する。 

 

２． 米国における開発（連携）型ベンチャー企業の始まり 

米国の開発（連携）型ベンチャーの流れをきちんと理解するには、米国東海

岸のボストン、マサチューセッツ工科大学（ＭＩＴ）を中心にした歴史をひも

とく必要がある。もともと、この地域は古くから米国の強さを支えてきた［Ｒ

ｔ（ルート）１２８道路ぞい］の軍需を主体としたハイテク地域として知られ

ており、今でも機器開発などのハードを伴う、ハイテクハード開発の中心です。

そこではＭＩＴの技術を中心にスピンアウトや技術移転が活発におこなわれて、

新産業の展開がなされてきた。 

しかしながら、今では、１９５０年代からの大学発ＶＢはそれぞれ大企業に

なって成熟してしまい世代交代が行われている（ポラロイドなどが代表）。従っ

てここのベンチャー群は、その後の第２世代のベンチャー群といえ、現在の実

態は、この地域のベンチャーの主流は大企業の開発部門からのスピンアウト組

であるといえる（２）。 

特に１９７０年代以降、日本の激しい追い上げに伴う事業再構築、情報関係

に始まる技術革新などの波に対応して、いわゆる中央研究所の苦難の時代が１

０数年続いた。大企業の研究開発部門は実質的に成り立たなくなってきた。す

なわち、その背景にあるのは技術変化スピードへの対応の難しさ、研究開発費

－1006－



   

  

の枯渇、過剰なリスク管理、人材の流動化などであった。 

一方、正当なインセンティブの下でリスクが大きい開発に取り組みたいとい

う挑戦精神に富んだ人材は、効率と管理第１の大企業から出て新しい挑戦を始

めた。これが、１９８０－９０年代に多数生じた頻発した。これが大企業から

独立した企業スピンアウト型のベンチャーの成立となる（３）。 

 

３．米国の開発連携型ベンチャー企業（Ｄ社）の事例紹介（１）（２） 

ケーススタディとして米国東海岸の半導体機器の開発ベンチャーＤ社につい

て概要を示す。この会社は東海岸のボストン郊外にあり１９９１年に設立され

た大企業からのスピンアウトベンチャーであった。Ｄ社の売り物は「量産用の

試作装置（ベータマシン）の開発」であり、大手装置製造（量産）企業が顧客

になっている。 

このベンチャーは、マーケティング出身の技術屋のＭ社長とＷ博士の２人が

中心となってコアになる技術者６名程度（すべて大企業の開発部門からのスピ

ンアウト組）で設立した。1990 年代に共同開発を行なったときはＤ社は年間１

－２件の受託開発案件をこなしながら、売上は５～１０億円／年、人員は１５

～２０人で５年目を乗り越えた段階であった。 

このような、企業開発部門からのスピンアウトのベンチャーの基本スタンス

は、出身母体を含む大企業からの「受託開発事業」となる。その謳い文句は、

同一成果を大企業内部の研究開発部門と比べた場合「費用１／２，納期１／２」

であった。また「マイルストンを達成しないときは、切り捨て可能」というベ

ンチャー企業の在り方は、発注元の企業側のマネジメントからみたら、発注側

のリスクを最小

にするという大

企業にとっても

理想的な連携関

係だった。 

このような変

化にはベンチャ

ー企業側にもメ

リットももちろ

ん存在する。すな

わち、大企業にお

いてよく見られ

るような各部門

横並びの共通の

図１．米国の開発連携型ベンチャー企業 D 社と日本の大企業の開発

ステージの連携フォーメーション事例 
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管理事項、会議、報告事項の過剰、過大なオーバーヘッドの無い世界であり、

このことによって、ベンチャーにおいては開発専念体制の実現、最適パートナ

ーの選択、キーパーソンへのインセンティブ付与（給料、成功報酬、ストック

オプションなど）が可能になった。講演ではこのあたりを詳しく説明する 

実際の筆者の一人が行なった連携のフォーメーションの内容を図１（１）に示し

たが、まさに開発部分の受託開発による連携パターンであった。日本が米国の

開発力の強さに対抗するためには、このような米国東海岸を中心にしたベンチ

ャー活用によって支えられている仕組みを認識することが大切と思われる。 

 

４．日本における経緯と開発連携型企業（Ｃ社）の事例紹介（１）（２） 

ベンチャーの起業や育成に厳しいといわれる大企業中心の日本の風土のなか

で、たくましく「開発・事業化」をビジネスとして成功させているＣ社は、大

手総合電気メーカーの中央研究所をスピンアウトした研究者Ｈ社長が創業して

すでに十数年、十数社のベンチャー的な小規模企業をサテライト状に設立、運

営している事例があるので紹介する。この会社について、最初に筆者が驚いた

のは、経営方針や発想が、米国の成功している開発ベンチャー企業ときわめて

似ている部分が多かった点である。実際の運営の具体論では、米国と正反対の

日本流のことも多々あったが、理念、発想に関しては実に共通点が多かったと

いえた。 

このＣ社での開発の大部分は汎用技術および装置を採用してスピードを上げ、

要所に独自装置および独創を加える。とにかく開発を早く廻すのが最大のポイ

ントである。試作、開発といえども、独自の部品や新しい技術を濫用しない。

すなわち、できるだけ汎用の部品、部材を使って開発を進めないと、開発期間

の短縮や、完成度の向上は期待しにくい。開発の目標は新技術をいかに使うか

ではなく、いかに早く目的を達成する装置を完成させるかということをＣ社で

は採用している。 

Ｃ社の社長は開発ベンチャー企業が成功する秘訣のひとつは「大企業がやる

ことをやってはいけない」ということで、大企業と開発ベンチャー企業の間の

役割分担が必要で、開発ベンチャー企業は自分から事業化はしないということ

を明確にするのが大切となるといっている。ビジネスをスムースに、スピード

を上げて行うには、官僚的にならずに信頼関係を作ることが大切である。 

Ｃ社の内部には、大企業からの「委託（受託）開発機能」とは別に「自社開発

機能」があり、常に独自の技術と製品の提案が展開できるようになっている。こ

の開発ベンチャー企業群は、グループとして生き残るために、大企業並の機能を

もたざるを得ないという考えでできている。大企業に支配されないためにこのよ

うな形態をとっているという理由もあるが、勢力拡大を目指したものではない。
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ではなぜ、このようにグループ化するのか。これをＨ氏は｢群れる｣と表現してお

り、なぜ群れるのかについては、設立したばかりの企業は小さい故に、優秀な人

材、資金の確保、大企業（世間）の敷居、広範囲な技術や情報が不足、成長する

のに時間がかかるという、日本社会におけるデメリットを十分認識しているから

にほかならない。 

 

５．まとめ：ベンチャー企業の価値：だれにとっての存在意味か 

「研究」は色々と可能性のある方向でやってみて、新たなシーズを見つけて

いく作業で、「開発」は色々なシーズをもとに、一つのターゲットへ絞り込む作

業となる。 

ベンチャー企業の価値はあくまで、そのベンチャー企業が生じさせるであろ

うビジネス上の価値であり、もっている新技術そのものの価値ではない。その

新技術を開発により製品･商品にしていくことに価値があるということで、本報

告では開発ステージに特化して活躍している開発連携型のベンチャー企業の事

例を日米で紹介した。それぞれ実際の経営のやり方は異なるが、いずれも共通

するところがあることが明確である。図２には事業へのステージと開発連携型

ベンチャー企業の分担を図式化したものを示した。 

以上、本報告で

は開発ステージと

いう、ベンチャ

ー・中小企業にと

って得意で、大企

業では不得手な部

分を明確にしたビ

ジネス展開（＝開

発連携）というタ

ーゲットを狙うこ

とを実践している

事例紹介した。 
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図２．事業への各ステージ、障壁と開発連携型ベンチャー企業
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